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研究成果の概要（和文）：企業がイノベーションを生み出していく上で外部企業・組織との連携が重要になっている。
本研究では、このようなオープン・イノベーション活動に関する日本企業の取り組み実態を、米国及び欧州企業との比
較の上に明らかにするとともに、いかなる連携のあり方が企業のイノベーション成果に高い影響を与えるのかを検討し
た。具体的には、オープン・イノベーションにおけるインバウンド型とアウトバウンド型の関係、自社と外部企業・組
織との中間に位置するグループ企業との連携の役割、外部から獲得した知識・情報と内部で開発した知識・情報の組み
合わせと製品開発成果との関係など、これまで既存研究では十分に検討されてこなかった分析を行った。

研究成果の概要（英文）：Open innovation, a collaborative innovation process with external companies and 
organizations, has been attracting great attentions from academic researchers as well as business 
practitioners. In this study, we tried to clarify the reality of such open innovation activity of 
Japanese companies in comparison with US and European counterparts and to explore when and how it leads 
high innovation performance. In the analysis, we paid attention to the interaction of inbound and 
outbound process of open innovation, the role of affiliated company which can be interpreted as an 
intermediate organization between inside and outside the company, the balance between internal and 
external technology sourcing for product innovation, and so on. Exploring these issues which have not 
been examined enough in previous studies is expected to be an originality of our study.

研究分野： イノベーションの組織と戦略
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１．研究開始当初の背景 
企業の研究開発活動は、経済のグローバル

化やそれに伴う国際競争の激化、製品ライフ
サイクルの短縮化等の変化の中で、研究から
開発、事業化までのスピードが求められてい
る。その一方で、技術や製品・サービスは複
雑化・高度化し、多様な資源・能力の組み合
わせを必要としている。こうした状況の下、
従来のような企業内に閉じたイノベーショ
ン活動ではなく、他組織との連携による「開
かれたイノベーション活動」をいかに有効に
推し進めていくことができるか、またその際
の戦略や組織のあり方はどうあるべきか、と
いう点に大きな関心が集まっている。 

このようなオープン・イノベーション活動
については、これまで数多くの研究が蓄積さ
れてきたが、その活動の企業規模や業種によ
る相違、さらに国際間での異同、基礎研究か
ら応用、開発に至る研究開発プロセスのステ
ージごとの連携のあり方、内部と外部の中間
といえるグループ企業との連携の役割、イン
バウンド（外部知識の内部化）とアウトバウ
ンド（内部知識の外部化）の両活動間の関係、
外部から獲得した技術と内部で開発した技
術のバランスの問題など、十分に解明されて
こなかった点が数多く残されていた。 

 
２．研究の目的 
本研究は、既存研究において積み残された

これら諸課題を意識して、日本企業のオープ
ン・イノベーション活動への取り組みを、特
に欧米企業との国際比較の観点から定量的
に把握するとともに、その取り組み実態がい
かなる条件のもとでイノベーションの成果
や企業競争力の実現に機能するのかを実証
的に明らかにすることを目的とした。 

その研究を通じて、イノベーション研究の
分野での理論的・実証的な貢献を果たすとと
もに、グループ企業の有効活用等を含め、日
本企業に適合的なオープン・イノベーション
のあり方を検討することで実務的な含意を
導くことを狙った。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究目的を達成するために、本研究
では、①既存研究の包括的なレビューを通じ
た理論的研究、②ヒアリング調査を通じた事
例研究、③質問票調査を通じた実証研究を主
たる研究手法とした。 
 これらのうち、①と②は質問票調査におけ
る調査枠組みと仮説の設定のための基礎と
位置付けられた。③の質問票調査においては、
国際比較のために米 UC Berkeley の Dr. Henry 
Chesbrough、独Fraunhofer InstituteのDr. Sabine 
Brunswicker（後に Purdue University に異動）
の研究の下に、質問票の設計・実施を行った。
さらに、これらの過程で、イノベーションや
グローバル経営等に精通した連携研究者か
ら調査票の質問事項の内容や回答可能性等
についての助言を得た。 

４．研究成果 
(1) 日米欧企業におけるオープン・イノベー
ション活動の比較 
共通の調査票に基づいて、欧米企業は 2014

年 12 月～2015年 8 月に、日本企業は 2015年
5～7月に質問票調査を実施した。対象は、売
上高 250M ドル以上の企業であり、欧米企業
及び日本企業のそれぞれで 121 社、101 社か
らの回答があった（日本企業については、当
初回答率が低かったため、2015 年 10 月～11
月にかけて新エネルギー・産業技術総合開発
機構のオープン・イノベーション協議会会員
に追加調査を実施した。そのため、一部、売
上高が 250Mドルに満たない企業が含まれる）。 

調査結果によれば、オープン・イノベーシ
ョン活動を実施したことがある欧米企業は、
回答企業のうち約 78％を占めていた一方で、
日本企業では 47％であった。また、オープ
ン・イノベーションを実施したことがある企
業のうち、過去 2年間に実施を取りやめた企
業は、欧米企業では 2.5％であったのに対し
て、日本企業では 8.5％であった。 

 オープン・イノベーションをやったことが
ないあるいは取りやめた理由としては、日
本・欧米企業ともに 30％以上が「実施する必
要性（ベネフィット）を感じない」と回答し
たが、欧米企業ではそれ以上に「必要とされ
る組織体制の不備」、日本企業では「実施を
するための経営能力や人材の不足」を指摘す
る企業が多かった。 

 調査実施の 2 年前と比較したオープン・イ
ノベーション活動への投資額の増減を見る
と、欧米企業では約 61％の企業が投資を増加
させているのに対して、日本企業で投資を増
加させたのは約 29％であった。さらに、50％
以上増加させたと回答した企業は、欧米企業
で約 22％、日本企業では約 19％であった。 
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 オープン・イノベーション活動の中身は、
を欧米企業、日本企業ともに、インバウンド
型（外部技術等の内部化）が多かった。 
 また、オープン・イノベーションのパート
ナーは、イノベーション・プロセスにおける
問題・課題設定ステージと問題・課題解決ス
テージで異なっていた。問題・課題設定ステ
ージにおいては、欧米企業は社内の他に、起
業家やスタートアップ企業、顧客企業との接
点が多いのに対して、日本企業では大学・公
的研究機関やサプライヤーとの接点が多か
った。他方、問題・課題解決ステージでは、
欧米企業は起業家やスタートアップ企業の
他に、サプライヤーや大学・公的研究機関を、
日本企業ではサプライヤー企業や顧客との
つながりが多い。 

欧米企業は、問題・課題の設定と解決のい
ずれのステージでも起業家やスタートアッ
プ企業とより活発に接点を持っている点、問
題・課題設定というイノベーションの初期の
ステージでは顧客、問題・課題解決という後
のステージではサプライヤーや大学等と関
係を持っている点が特徴的である。それとは
対照的に、日本企業では企業家やスタートア
ップ企業との接点が著しく小さく、サプライ
ヤーとの関係が相対的に大きいという特徴

がある。 
 
(2) 内部技術と外部技術のバランス 
 オープン・イノベーションを通じた外部か
らの技術的知識の獲得は、時間やコストの観
点からイノベーション・プロセスの効率的な
推進を可能とする一方で、自社特有の技術的
知識に基づく競争力のあるイノベーション
の実現を阻害する危険性がある。こうした外
部からの技術獲得と内部での技術開発との
バランスが、企業のイノベーション成果に与
える影響を分析した。 
 調査結果によれば、製品を構成するすべて
の技術要素のうち外部から獲得した技術の
割合がある程度大きくなるにつれて、革新的
な製品を開発する可能性が高まっていくが、
その程度がさらに大きくなると製品開発に
マイナスの影響が表れた。つまり、外部技術
が占める割合とイノベーション成果との間
には逆 U字型の関係があることが明らかとさ
れた。さらに、その逆 U 字の関係は、製品開
発においてより多くの新技術を導入する傾
向が強いかどうか、差別化等のために独自の
ノウハウの利用を重視する傾向が強いかど
うかという企業の技術戦略に応じて、逆 U字
のピークがシフトすることが確認された。 
 
(3) インバウンドとアウトバウンドの相互
作用 
 オープン・イノベーションに関する既存研
究においては、外部技術を内部化していくイ
ンバウンド型に焦点が当てられ、内部技術を
外部化するアウトバウンド型を扱う研究は
限られていた。また、一般にインバウンド型
ととらえられるオープン・イノベーション活
動でも、その背後にはアウトバウンド型の要
素が関わっており、逆にアウトバウンド型と
とらえられる活動もインバウンド型を伴う
など、インバウンド型とアウトバウンド型と
の間には相互作用があると考えられるにも
かかわらず、こうした相互作用についてほと
んど研究されてこなかった。 
 既存研究のレビューを通じて浮き彫りと
なったこれら既存研究の問題点に関して、複
数企業の事例研究（P&G、TOTO など）を行っ
た結果、イノベーションのための技術（シー
ズ）の内部化のためには、どのようなイノベ
ーションを実現したいのかというニーズの
外部化が不可欠であり、また自社の技術がい
かなる用途に応用可能なのかという市場の
ニーズを内部化していく上では、その技術
（シーズ）の外部化が重要となるという点が
確認された。  
こうした事実より、インバウンド型とアウ

トバウンド型には、それぞれニーズ・アウト
とシーズ・イン、シーズ・アウトとニーズ・
インという知識・情報の流出入におけるダイ
ナミクスが内在しており、今後のオープン・
イノベーションの研究においては、インバウ
ンド（アウトサイド・イン）かアウトバウン
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ド（インサイド・アウト）かという一方向的
な流れだけでなく、「インバウンド・アウト」
や「アウトバウンド・イン」といった双方向
の流れを加味した研究が期待される点を確
認した。 
 
(4) オープン・イノベーションと知財マネジ
メント 
 オープン・イノベーションは、企業が外部
組織と共同することを通じてイノベーショ
ンの効率性や有効性を向上させていくこと
を狙う戦略行動であるが、その過程では自社
の競争優位性や利益の源泉としての知的財
産の漏洩や希釈の危険性を孕んでいる。それ
ゆえ、オープン・イノベーションの実施に際
しては、何を、誰に、どこまでオープンにし、
何を、どのようにクローズドとするかという
「オープン・クローズ戦略」の検討が不可欠
である。 
 オープン・イノベーションには、主として
インバウンド型とアウトバウンド型の 2つの
形態があるが、そのそれぞれにおいてオープ
ンとクローズドの管理が必要となる。インバ
ウンド型は、単に外部から技術を導入するだ
けでなく、そのためのニーズの開示が必要と
なる。その際、そのニーズを誰に、どこまで
オープンにするか、そのニーズそのものに知
財要素が含まれていないかを事前に検討す
る必要がある。また、アウトバウンド型の活
動においても、自社の技術的知識のすべてを
オープン化することはまれであり、いつ、誰
に、どこまでオープンにするのかが問われる
ことになる。このようなオープンとクローズ
ドとの関係、オープン化と知財マネジメント
との関係を、P&G や東レ、トヨタ、テスラ等
の事例に基づいて考察し、今後のオープン・
イノベーション研究のためのリサーチ・アジ
ェンダを提示した。 
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